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ごあいさつ 
 

 

 

 

 株主の皆様には、ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。 

 平素は格別のご支援を賜り厚く御礼申し上げます。 

 ここに当社第７期（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日）の事業の概況についてご報告申し上げます。 

 第７期については、製薬会社等大口顧客に対してＭＰＥＸ等新技術による治験支援やバイオマーカーの探索を目的とした

高感度チップによる受託解析サービスの提案活動を積極的に進めてきましたが、開発に多少の遅れが生じたため受注までに

は至らず、また「AceGene 30K on one Chip」のデータベースを有効に活用できる機能の充実を図りましたが、完成が12月

末と遅れたため市場に充分浸透させることができませんでした。この結果、業績が当初見込みより大幅に落ち込み、株主の

皆様のご期待に反したことを大変申し訳なく存じております。第８期につきましては、新たに整備したチップおよび解析ツ

ールを駆使して、日本の研究機関、製薬企業、食品関連企業等のユーザーに喜んで頂けるサービスの提供等を通じて、業績

の回復を図る所存であります。 

 一方、当社の事業分野でありますライフサイエンス分野は、今後市場が益々拡大するものと期待されております。このよ

うな環境下において、当社は日本発の研究・技術開発と、それを用いた高品質の受託解析サービス等を通じて、日本におけ

るゲノム機能解析の流れを推進し、それを通じて近未来に訪れる個人化医療時代の日本の社会に貢献したいと考えておりま

す。 

 研究開発についてはバイオ上流部分に活動領域を置き、高度の研究開発型活動とそれを生み出す最高のチップ技術開発を

行いつつ、サービスの提供を進めてまいります。受託解析については、すぐれた製品の提供と実力に裏づけられたサービス

の提供を行います。また、個人化医療対応として、将来の分子生物学的診断用コンテンツ開発と、実用化に向けた準備を進

めてまいります。中でも癌の予後診断チップは今年中に試験的使用に漕ぎつけたいと考えております。 

 今後も健康で豊かな未来と、それを支える日本のライフサイエンス研究分野の発展に向けてさまざまな分野でお役に立て

るよう、研究開発型ベンチャーとして強い競争力をもった会社に育ててまいる所存でおりますので、株主の皆様には、引き

続きご理解とご支援を賜りますようお願い申し上げます。 

 

 

取締役社長 松 原 謙 一 

 



〆≠●0 
01_0422801301806.doc 
㈱DNAチップ研究所様 事報 2006/06/22 10:07印刷 2/11 
 
 

― 2 ― 

営業の概況 

 

 当期におけるわが国経済は、企業収益の改善を受けて設備投資が堅調に推移し、また消費者物価や不動産価格が上

向く等、資産デフレ脱却の兆しも見えてきました。先行きについても、不安定な国際情勢や為替の変動、原材料、原

油価格の高騰等を懸念する向きもありますが、企業収益が好調に推移しており、世界経済の着実な回復に伴って、景

気は底堅く推移するものと見込まれております。 

 一方、当社が属するライフサイエンス分野におきましては、医療費抑制策の強化や受診料個人負担の増加等により、

国内市場拡大が抑制される傾向が続いておりますが、研究開発競争は熾烈化しており、国内の大手製薬企業において

も、企業合併等を積極的に図るなどの動きが活発化するとともに、巨大化した外資系製薬企業との競争が国内外で一

段と激化しております。また、社会の急速な高齢化や死因の上位を占めるガンや肥満等のメタボリック・シンドロー

ムに対する予防医療の必要性が高まってきております。 

 この様な状況下において、当社は、前期に引き続いて事業構造の転換に取り組み、一般機器・システム販売等の低

収益事業から、受託解析サービスや汎用チップ販売といった高収益事業への事業転換を積極的に図ってまいりました。

セグメント別事業状況は次のとおりです。 

 

 研究開発事業においては、研究受託費確保の一環として公立機関の研究受託公募に新技術を活用した研究開発を積

極的に提案し、独立行政法人科学技術振興機構、経済産業省関東経済産業局及び社団法人バイオ産業情報化コンソー

シアムに提案が採択されました。 

 また、新製品開発や新規事業の立ち上げにおいては、千葉大学大学院医学研究院と共同研究の成果である肺癌診断

チップの試作を行い、その評価を開始するとともに、東レ株式会社と高感度ＤＮＡチップの共同開発契約を締結し、

平成18年度初頭に最初の開発製品を出荷すべく開発作業を推進しました。さらに、新規なアミノ化試薬を産業技術総

合研究所と共同開発し、この特許に関して財団法人日本産業技術振興協会と再実施権付非独占的実施権許諾契約を締

結し、これを基にシグマアルドリッチジャパン株式会社と新しいアミノ化試薬を用いたオリゴヌクレオチドの合成に

関してライセンス契約を締結いたしました。 

 しかし、製薬会社等大口顧客に対して、ＭＰＥＸ等新技術による治験支援やバイオマーカーの探索を目的とした高

感度チップによる受託解析サービスの提案活動を積極的に進めてきましたが、受注までは結びつかず、売上高は減少

いたしました。 

 その結果、当期の売上高は、310百万円（前年同期比56.2％）となりました。また、公募の採択が７月～９月末と

いうことで、採択までの期間は自社で対応せざるを得ない状況となり、研究投資が大幅に増加し利益を圧迫しました。 

 

 商品販売事業においては、汎用チップについては、｢AceGene 30K on one Chip」のデータベースを有効に活用でき

る機能の拡充を図りましたが、完成が12月末と遅れたため市場に充分浸透させることができませんでした。 

 一方、ライフサイエンス機器については、チップ作製装置MARKS-1や読取装置であるCRBIO、FMBIOの売上があった

他、Luminexについても医学系大学や公立研究機関への納入が実現しました。 

 その結果、当期の売上高は、449百万円（前年同期比75.7％）となりました。 

 

 以上のことから、当期の売上高は、759百万円（前年同期比66.3％)、利益面では、経常損失262百万円（前年同期

は経常利益86百万円)、当期純損失272百万円（前年同期は当期純利益54百万円）となりました。 
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次期の見通し（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 

 平成16年４月からの国立大学の法人化等に伴う大学、研究所による買い控えなどは、平成18年３月期も引き続いて

おり、次期もその影響は続くことが予想されます。 

 このような環境の中、当社は、従来の大学、研究所中心のビジネスから、製薬会社、食品会社等の企業向けビジネ

スの拡大を目指し、大口顧客に対して、新技術による治験支援やバイオマーカーの探索を目的とした高感度チップに

よる受託解析サービスの提案活動を積極的に進めてまいります。また、従来のＤＮＡチップに対し、数倍から十数倍

の感度向上（当社製品比）を図った、AceGene後継製品を出荷するとともに、東レ株式会社の高性能ＤＮＡチップ基

板と弊社のオリゴＤＮＡ合成及び設計技術を組み合わせた高性能ＤＮＡチップを共同開発し、最初の製品として酵母

の全遺伝子を搭載した網羅型チップの出荷を開始します。その後、ヒト遺伝子を搭載した網羅型チップや、ある特定

の遺伝子群に着目した目的別チップ、パスウェイ解析用チップ等を順次製品化していく計画です。これにより、汎用

チップの売上拡大を図るとともに、これら汎用チップを利用した受託解析サービスの受注を推進する計画です。 

 一方研究開発については、前期に引き続き将来の個人化医療への対応として、大阪府（代表者：大阪府立成人病セ

ンター）及び大阪大学大学院医学系研究科とは「消化器癌の診断法の研究開発｣、千葉大学大学院医学研究院と ｢呼

吸器癌の診断法の研究開発」の共同研究を推進し、癌診断チップの実用化に向けた診断チップの試作と試用を進める

予定です。また、大阪大学大学院生命科学研究科とは「リウマチ等疾患の遺伝子発現特性を用いた発病リスクの評価

や診断法の確立｣、金沢大学大学院医学系研究科とは「血液細胞の遺伝子発現プロファイル収集」に関する共同研究

を進め、検診等での活用等による事業の早期立ち上げを目指します。これら研究開発活動推進のため、次期の研究費

は前年並みと見込んでおります。 

 これらの取り組みの結果、平成19年３月期の業績は、次の通りを見込んでおります。 

 

               売上高    10億円 

               経常利益    0百万円 

 

 業績予想につきましては、現時点で入手可能な情報に基づき当社が判断したものであります。予想に内在するさま

ざまな不確定要因や今後の事業運営における内外の状況変化等により、実際の業績と異なる場合がありますので、ご

承知置きください。 
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前期決算概要 
 
 
  決算サマリー                株式会社ＤＮＡチップ研究所 
  
 

 

 

 
  事業区分別業績               株式会社ＤＮＡチップ研究所 
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  前期決算ハイライト             株式会社ＤＮＡチップ研究所 
  
 

 

 

今期業績向上向けて 
 
 
  今期計画                  株式会社ＤＮＡチップ研究所 
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  収益構造の改革               株式会社ＤＮＡチップ研究所 
  
 

 

 

 
  競合力のある製品の出荷(1)          株式会社ＤＮＡチップ研究所 
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  競合力のある製品の出荷(2)          株式会社ＤＮＡチップ研究所 
  
 

 

 

 
  競合力のある製品の出荷(3)          株式会社ＤＮＡチップ研究所 
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財務諸表 

 

貸 借 対 照 表 
  

(平成18年３月31日現在) 

 

(資 産 の 部) (負 債 の 部) 

 千円  千円

流 動 負 債 

買 掛 金 

未 払 金 

未 払 法 人 税 等 

未 払 費 用 

預 り 金 

固 定 負 債 

退 職 給 付 引 当 金 

負 債 合 計 

265,520

238,366

1,000

1,231

23,416

1,505

702

702

266,222

(資 本 の 部) 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

受 取 手 形 

売 掛 金 

商 品 

仕 掛 品 

そ の 他 

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産 

建 物 

工 具 器 具 備 品 

無 形 固 定 資 産 

施 設 利 用 権 

ソ フ ト ウ ェ ア 

そ の 他 

投 資 そ の 他 の 資 産 

投 資 有 価 証 券 

長 期 性 預 金 

そ の 他 

874,061

548,112

88,419

196,061

19,200

11,740

10,527

479,153

76,247

224

76,022

11,544

582

6,146

4,815

391,362

190,000

200,000

1,362

資 本 金 

資 本 剰 余 金 

資 本 準 備 金 

利 益 剰 余 金 

当 期 未 処 理 損 失 

資 本 合 計 

616,500

529,050

529,050

△58,557

58,557

1,086,992

資 産 合 計 1,353,215 負 債 及 び 資 本 合 計 1,353,215
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損 益 計 算 書 
  

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日) 

 

(経常損益の部)     

営 業 損 益 の 部    千円  

売 上 高  千円   759,877  

売 上 原 価  794,577    

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  229,564   1,024,141  

営 業 損 失    264,263  

     

営 業 外 損 益 の 部     

営 業 外 収 益     

受 取 利 息  2,767    

雑 収 益  29   2,796  

営 業 外 費 用     

雑 損 失  1,222   1,222  

経 常 損 失    262,688  

     

(特別損益の部)     

特 別 利 益    ―  

特 別 損 失    ―  

税 引 前 当 期 純 損 失    262,688  

法 人 税 ､ 住 民 税 及 び 事 業 税    950  

法 人 税 等 調 整 額    8,744  

当 期 純 損 失    272,383  

前 期 繰 越 利 益    213,826  

当 期 未 処 理 損 失    58,557  
 
 

 

損  失  処  理 
  

 

当期の未処理損失58,557,103円につきましては、次期繰越し損失として処理させてい

ただくことに決定いたしました。 
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株主の概況（平成18年３月31日現在） 
 

1. 会社が発行する株式の総数 ：普通株式 100,800株

2. 発行済株式の総数 ：普通株式 27,200株

3. 株  主  数 ： 5,413名

4. 大  株  主  
 

株 主 名 持 株 数 議 決 権 比 率

日立ソフトウェアエンジニアリング株式会社 3,266株 12.0％

松 原 謙 一 1,340株 4.9％

日 本 証 券 金 融 株 式 会 社 722株 2.7％

日 本 碍 子 株 式 会 社 640株 2.4％

大 塚 栄 子 480株 1.8％

加 藤 菊 也 320株 1.2％

メリルリンチ インターナショナル エクイテイ デリバテイブス  300株 1.1％

京 セ ラ 株 式 会 社 200株 0.7％

大 正 製 薬 株 式 会 社 200株 0.7％

株 式 会 社 三 菱 化 学 ビ ー シ ー エ ル 200株 0.7％

 
 5. 所有株式数別分布  

区 分 株 主 数 所 有 株 式 数 
発 行 済 株 式 総 数
に 対 す る 割 合

500 株以上 4 名 5,968株 21.9％

100 株以上 16 名 2,931株 10.8％

50 株以上 17 名 1,119株 4.1％

10 株以上 335 名 5,348株 19.7％

1 株以上 5,041 名 11,834株 43.5％

合  計 5,413 名 27,200株 100.0％
 
 6. 所有者別分布  

区 分 株 主 数 所 有 株 式 数 
発 行 済 株 式 総 数
に 対 す る 割 合

金 融 機 関 4 名 839 株 3.1％

証 券 会 社 17 名 669 株 2.5％

そ の 他 の 国 内 法 人 63 名 5,192 株 19.1％

外 国 人 7 名 599 株 2.2％

個 人 ・ そ の 他 5,322 名 19,901 株 73.2％

合  計 5,413 名 27,200 株 100.0％
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株 主 メ モ 
 
決 算 期 ３月31日 
   
剰余金の配当受領株主確定日 ３月31日（期末配当金)、９月30日（中間配当） 
   
定 時 株 主 総 会 ６月 
   
公 告 掲 載 方 法 電子公告 

電子公告は当社のホームページに記載しております。 
ホームページアドレス（http://www.dna-chip.co.jp/） 

   
株 主 名 簿 管 理 人 東京証券代行株式会社 本店 
   
事 務 取 扱 場 所 〒100-0005 

東京都千代田区丸の内一丁目４番２号（東銀ビル３階） 
〔お問い合わせ先〕   0120-49-7009 ℡03-3212-4611（代表) 
   
同  取  次  所 東京証券代行株式会社各取次所（＊） 
   
株 券 喪 失 登 録 株券を紛失された方は、上記株主名簿管理人において株券喪失登

録の手続きを行うことができます。株券喪失登録を行いますと、
株券喪失登録簿に喪失株券の記号番号等が登録されて閲覧に供さ
れ、１年間喪失登録の抹消がなければ、当該株券は失効し、新し
い株券の交付を受けることができます。株券喪失登録に要する費
用は、10,000円に加えて喪失登録株券１枚につき500円です。 

 
＜諸届用紙の請求＞ 
住所変更・改印等の変更届、配当金振込指定書、株式名義書換請求書等の諸届出に使用い
たします用紙のご請求につきましては次の方法もご利用になれます。 
(24 時間、土・日祝祭日もお受けいたします｡） 
［電話を利用した自動音声応答による受付］   0120-16-5805 
［インターネットによる用紙のご請求］ 
東京証券代行株式会社のホームページにおいて、用紙の印刷およびインターネットメール
による用紙のご請求がご利用になれます。http://www.tosyodai.co.jp 
｢株式に関する用紙のご請求｣､「株式に関する手続きのご案内｣、｢株式に関する手続きのＱ
＆Ａ」をご参照下さい。 
 
(＊) 当社の株式に関する事務につきましては、中央三井信託銀行の本店および全国各支

店において取次事務を行っております。 
 

 




